
1 親力の育成
1 親子のふれあいの場の充実

子
ど
も
館
の
運
営

次世代の社会を担う児童の健全な育
成及び地域における子育て支援を図
るため、児童の健全な遊び場及び児
童を中心とした様々な世代の人々が
交流する場を提供する。

ぼるねの利用者数が減少している

・周辺に子育て施設（H28　藤枝市
キッズパーク、H30　しまだ音楽広場）
ができたことも影響していると思われる
・遊具の劣化が激しく、遊具の修繕や
更新等に多額の費用が必要になる

・指定管理者による管理運営（R2～
R6）
・広報紙やホームページ等によるイベ
ント等の広報
・計画的に遊具等を修繕、更新する

Ｂ 継続

子
育
て
応
援
課

児
童
セ
ン
タ
ー

、

児
童
館
の
運
営

児童に健全な遊びを与え、健康と体
力を増進し、情操を豊にするとともに、
母親クラブ、子ども会等の地域組織活
動の育成および助成をする。

初倉児童センターは年々利用者数が
増加しているが、川根児童館は年々
減少している。

川根児童館は地域全体の人口減少
により利用者数の減少に至ったと考え
られるため、今後利用増につながる取
り組みを検討していく必要がある。ま
た、施設の老朽化への対策も必要で
ある。

・広報紙やホームページ等によるイベ
ント等の広報
・計画的に遊具等を修繕、更新する

Ｂ 継続

子
育
て
応
援
課

つ
ど
い
の
広
場
の
開

催

（
き
し
ゃ
ぽ

っ
ぽ

等

）

地域の公民館・公会堂を使い、児童
及びその保護者の交流、育児相談、
育児に関する情報提供等を行うことに
より、子育てを地域全体で見守る雰囲
気を醸成するとともに、子育て家庭の
育児の負担を軽減する。

実施団体、参加人数共に増加傾向。

新しい団体が開設されていく一方、以
前からある団体によってはスタッフの
年齢が高くなったことで後継者問題を
抱えている団体もある。

若いスタッフの拡充や既存団体との交
流を促す。

Ｂ 継続

子
育
て
応
援
課

親
子
ふ
れ
あ
い
講
座

体操や工作をしながら親子一緒にふ
れあえる機会の提供する。

実施団体、参加人数共に増加傾向。
父親や他の家族にも積極的に参加し
てもらえるよう、土日の開催を基本とし
て、講座を開催し、参加者が多い講
座となった。

他施設等にて同様の親子でのふれあ
い事業が開催されており、家庭教育の
一環として必ずしも実施しなくてもよい
講座であることから、平成30年度から
廃止とした。

達成 廃止

社
会
教
育
課

子
ど
も
体
験
学
習

親子で参加し学習する機会を提供す
る。

親と子が揃って参加できる内容の講
座を企画・開催した。特に体操教室に
ついては、受講者の募集結果が安定
していることから、気軽に参加でき好
評であると思われる。

各社会教育施設では、子ども向けの
講座を多数実施している。が、親子
揃って参加することを条件とすると、親
の就労状況など参加困難な側面があ
るのではないか。

講師や会場の事情もあることから、当
面は現況のまま実施する。
土日の開講を可能にすれば参加増が
望めるため、対応できる講師の発掘に
努める。

Ｂ 継続

社
会
教
育
課
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今
後

担
当
課

進捗状況 今後の課題 改善策・目標等

評価め
ざ
す
子
育
て

施
策

事
業
名

事業内容
進
捗
度

1 親力の育成
2 子育てに関する講演や講座等の充実

小
・
中
学
生
の
子
を
も

つ
親
の
講
座

小中学生の子をもつ親に対して、子育
てに役立つ心理学を取り入れながら、
現代の子育てに必要な知識を学ぶこ
とを目的する。

対象を小・中学生の子をもつ親に広
げ、定員を増やすことでより参加者の
増員をはかった。単発講座として休日
や夜間に開催することで、普段働いて
いる人も参加できるようにした。

参加者の減少
・小・中学生をもつ親の講座は、対象
年齢を「思春期の子をもつ親」とし、
小･中学生以外にも対象を広げる。

Ｂ 継続

社
会
教
育
課

家
庭
教
育
講
演
会

子育てに大切なこと、子供の発達、命
の大切さなど家庭教育の重要性やタ
イムリーな情報の発信する事を目的と
する。

その年に、社会情勢や問題等を考慮
し、知りたい内容関心野ある内容の講
師を選び、開催しアンケートからも満
足度の高い講演会となっている。

毎年、参加者が聞きたい内容、講師
選びをみつけること

・家庭教育の重要性を伝える内容
・参加者を増やす
・講師選びのための情報収集
・参加したいと思えるちらしづくり

Ａ 継続

社
会
教
育
課

幼
児

、
児
童
を
も
つ
親
の
講
座

幼児･児童をもつ親として、子どもが社
会的に適応し、愛情豊かな情緒を育
むための、しつけ方法を学ぶことを目
的する。また、乳児をもつ親として将
来のための学びの場とする。

平日の夜間や、休日に開催すること
で、平日働いている親も参加できるよ
うに実施している。

6回の連続講座は、参加者もすべてに
参加するのが難しいようで、参加人数
が減少した。

平日昼間の連続講座を６回で１期とし
ていたが、平成31年度から３回で１期
とし、より気軽に講座への参加ができ
るようにした。また、講座対象を２歳～
９歳の親から０歳～９歳の親へと広
め、乳児の子を持つ親も参加できるよ
うにした。
対象が広がったことに合わせ、ちらし
等広報に力を入れ、多くの参加者を
獲得する。

Ｂ 継続

社
会
教
育
課

親
学
講
座

小学新一年生の子を持つ全ての親を
対象に、就学時健診や入学説明会で
親学ノートを活用した講座を実施して
いる。

全ての小学校で親学講座を実施でき
ている。

特になし Ａ 継続

社
会
教
育
課

家
庭
教
育
学
級

市内小学校１８校で１年生の保護者
を対象（学校の規模による）で実施し
ている。親同士が交流師コミュニケー
ションを深め家庭教育について学び合
う。

各学級で役員が主導して学習会を計
画し実施している。学級生が参加しや
すい日時で開催するなど工夫してい
る。

働いている親が多く、役員、参加者と
もに学習会に参加してくてもできない
保護者もいる。

土日開催や、おたより等を配布して参
加しやすく、参加できなくても、学びを
共有することをしている。
・参加できなかった保護者にも情報提
供する（お便り作成）。
・学習時間や学習回数を検討する

Ｂ 継続

社
会
教
育
課
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子
育
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施
策

事
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名
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捗
度

初
め
て
０
歳
児
を
も
つ
親
の
講
座

（
Ｂ
Ｐ
プ
ロ
グ
ラ
ム

）

０歳児を初めて育てている母親のため
の「仲間づくり、親子の絆づくり、少し先
を見通した育児の基礎知識の学習」
を目的とする。

4回の連続講座を6期行い、各期安定
して参加者を確保できているが、当日
の欠席なども多い。2ヶ月から4ヶ月の
子をもつ親が対象であり、今後さまざ
まな講座や事業への呼びかけができ
る良い機会でもある。

座終了後も、子育てひろばや各講座
への参加、赤ちゃんふれあい体験学
習の協力へと繋げる。

申込みが毎回定員の20人に達するよ
うに、健康づくり課とも協力し、参加者
の増加を目指す。

Ａ 継続

社
会
教
育
課

健
康
づ
く
り
課

中
学
生
赤
ち
ゃ
ん
ふ
れ

あ
い
体
験
講
座

赤ちゃん親子との交流により、子育て
を体感することで生命の尊さを知り、
大切に育てられたきたこと、また親の
愛情を実感しながら思いやりや優しさ
を育て、感性豊かな人間として育成す
る。

開催校を3校まで増やし、参加中学
生、協力親子ともに増加した。

市内の他中学校でも実施できるか検
討の余地がある。

今後も新規開催校として他の学校で
も開催できるか検討する。

Ａ 継続

社
会
教
育
課

健
康
づ
く
り
課

子
育
て
講
座

（
マ
ミ
ー
サ
ロ

ン

）

当院で出産した母親を対象に、育児
の悩みや子育ての楽しさなどを話しな
がら、気持ちを共感したり情報共有し
たりする場を設ける。

・同じ頃出産した母親同士が、リラック
スした雰囲気の中で子育ての悩みや
いろいろな情報を共有し、母親同士の
繋がりを深めていった。
・平成30年3月末で常勤の産婦人科
医が退職し、当院での分娩が不可能
となったため、平成30年度から開催さ
れていない。

常勤の産婦人科医の不在。

新病院においても、分娩ができる体制
が整備されているため、引き続き関連
大学等へ医師派遣の働きかけを行っ
ていく。

Ｂ 継続

市
民
病
院

思
春
期
の
子
を
も
つ
親
の
講
座

思春期の子をもつ親に対して、思春期
の子供と関わる中でのコミュニケーショ
ン力を身につけるために実施する。

思春期の子をもつ親に対して講座を
実施してきたが、参加者が少ない傾
向にあり、また、社会教育課で実施し
ている「小・中学生の子をもつ親の講
座」と重なっている部分が大きい。

「小・中学生の子をもつ親の講座」と内
容及び対象者が重なる部分が大き
い。

内容、対象者ともに似ている講座があ
るため、思春期の子をもつ親の講座の
実施を取り止め、代わりとして、小・中
学生の子をもつ親の講座の１回を思
春期に特化した内容にし、思春期の
子をもつ親へも対応していく。

Ｂ 廃止

社
会
教
育
課
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後

担
当
課

進捗状況 今後の課題 改善策・目標等

評価め
ざ
す
子
育
て

施
策

事
業
名

事業内容
進
捗
度

1 親力の育成
3 子育て中の親同士の交流

地
域
子
育
て
支
援
セ
ン
タ
ー
の
運

営

地域において子育て親子及び妊婦の
交流等を促進する子育て支援拠点と
なり、地域の子育て支援機能の充実
を図り、子育ての不安感等を緩和し、
子どもの健やかな育ちを促進すること
を目的とする。

利用人数の減（要因の一つとして保育
園に預ける親の増加が考えられる）

子育て中の親を孤立させないよう、妊
娠期から利用につなげる方法を考える
必要がある。

・あかちゃんのお世話体験を市内共
通で実施する。・新たな支援センター
の開設・妊娠期からの切れ目ない支
援が行えるよう、保健師や子育てコン
シェルジュ（利用者支援事業）と連携
を図っていく

Ｂ 維持

子
育
て
応
援
課

子
育
て
カ
フ

ェ
の
開
催

子育てに関する不安や悩みの軽減を
図るため、同年齢の親がふれあい、友
達を作ったり、個別相談や情報提供
など行ったりしながら、関係機関に繋ぐ
場として子育てカフェを開催する。

毎年、開催の方法や協力体制が変わ
り、定着した事業になっていない。

地域子育て支援センターで実施して
いる事業内容と類似しているため、工
夫していく必要がある。

同年齢の親の仲間作りの場や、個別
相談や情報提供だけでなく、子育て中
の親のニーズを聞き、今後の活動につ
なげていけるような情報収集の場とし
て、ターゲットを決めた子育てカフェを
実施する。
仲間作り・相談対応としだけでなく、今
後の子育て世代の意見を吸い上げる
場としての要素も含めていく。

Ｂ 維持

子
育
て
応
援
課

つ
ど
い
の
広
場
の

開
催

（
き
し
ゃ

ぽ

っ
ぽ
等

）

再掲

子
育
て
応
援
課

家
庭
教
育
学
級

再掲

社
会
教
育
課

子
育
て
広
場
の
開
催

市内３箇所に「子育て広場」を開設
し、親子の居場所づくりをしている。

状況に合わせて対象年齢を変更しな
がら、多くの親子が参加し、安心でき
る居場所の提供作りが出来ている。

特になし
現状のまま、0～6歳までを対象とした
「子育て広場」と0歳を対象とした「あ
かちゃん部」を継続して実施していく。

Ａ 維持

社
会
教
育
課
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今
後

担
当
課

進捗状況 今後の課題 改善策・目標等

評価め
ざ
す
子
育
て

施
策

事
業
名

事業内容
進
捗
度

2 就学前の子どもの教育・保育環境の充実
1 多様な教育・保育の提供

幼
児
教
育

、
通
常
保
育
事
業

保護者からの申込を受けて、保育所
等での保育を必要とする乳幼児の入
所を決定する。

幼稚園の認定こども園化、小規模保
育事業の開設により、平成30年度の
４月１日時点の待機児童数は０人と
なったが、平成31年度の入所希望者
数が保育所等の受入児童数より多
かったため、平成31年４月の待機児
童数は15人となった。

入所を希望する児童数はここ数年増
加傾向にある。

０～２歳児の待機児童数が多かった
島田地区及び初倉地区において、令
和元年度中に小規模保育所を開所
予定。
３歳以上児は幼稚園、保育所等をあ
わせると十分な定員が確保されてい
るため、保護者の就労等にあわせた
幼稚園の預かり保育拡充について、
幼稚園に要請していく必要がある。
入所希望者数と受入可能児童数との
均衡について、動向を注視する必要
がある。

Ｂ 維持

保
育
支
援
課

延
長
保
育
事
業

保育所の通常保育時間（11時間）を
超える保育ニーズに対応し、延長保
育を実施する。

延長保育の需要に対応するため、保
育認定を受けた児童について、通常
の利用以外の時間において、保育
所、認定こども園等で保育が実施でき
ている。

就労形態の多様化等に伴い、やむを
得ない理由により、保育時間を延長し
て児童を預けられる環境が必要とされ
ている。

民間保育所等に対し、延長保育事業
費補助金として国・県の助成に加えて
市の助成事業を実施する。

Ｂ 維持

保
育
支
援
課

一
時
預
か
り
事
業

【幼稚園及び認定こども園幼稚園部
における在園児を対象とした預かり保
育】正規の教育時間を超えて子どもを
早朝から、あるいは夕方まで預かる事
業。
【その他の一時預かり】未就園児で保
護者の就労形態により育児が断続的
に困難になる場合、又は未就園児で
保護者の傷病等により緊急的及び一
時的に保育が必要な場合などの保育
ニーズに対応した事業。

未就園児を対象とした一時預かり事
業（一般型）及び在園児を対象とした
一時預かり事業（幼稚園型）の実施、
並びに平成30年度より一時預かり事
業（余裕活用型）実施ができ、保護者
のニーズに合わせて年々実施園数や
実施事業を拡大していくことができた。

保育園での実施において、現状保育
園に空きがないため、一時預かり（余
裕活用型）の利用を希望しても利用で
きないケースがみられる。また保育士
不足により、一時預かり事業の実施が
難しくなってきている。

保育士確保のための保育士セミナー
の実施、また保育士人材バンクを活
用し、保育士人材の紹介。
一時預かり事業を実施している園の
一覧を作成し、島田市内の実施園の
紹介。
私立幼稚園や認定こども園幼稚園部
での預かり保育の紹介。

Ｂ 維持

保
育
支
援
課

病
後
児
保
育
事
業

病気回復期でかつ保護者が就労等の
理由で保育できない期間、専任の看
護師等と保育士が当該児童を預かる
一時保育事業を実施する。

平成27年に比べて、平成30年は利
用者が約1.2倍増えており、病後児保
育の需要に応えられている

利用者は事業を実施している自園の
児童が多く、市内全体の利用が少な
いため事業が有効に利用されるよう促
していきたい。
個人病院、市民団体で病児保育事
業に興味を持っている団体があるた
め、随時情報提供を行う。

市民に事業を広めるため、広報や病
院の待合室のスライドで情報提供を行
う。
令和２年度に病児保育事業を開設す
る。
病児保育施設を開設することにより、
より安心して子育てできる環境が整備
される。

Ｂ 維持

保
育
支
援
課
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後

担
当
課

進捗状況 今後の課題 改善策・目標等

評価め
ざ
す
子
育
て

施
策

事
業
名

事業内容
進
捗
度

障
害
児
保
育
事
業

発達支援保育の推進を図るため、社
会福祉法人等が行う発達支援児の保
育事業に要する経費について補助を
行うもの。

発達支援児の受入や保育体制の確
保、保育内容の充実を図ることが出
来た。

軽度発達支援児が年々増加している
なかで、対象児童基準等の明確化が
必要。また、よりよい保育が実施され
るように保育所等の理解と協力を促し
ていく。

発達支援保育事業内容や対象基準
等の見直しを行っていく。
対象基準等を明確化し、保育所等へ
協力を促す。
現状にあわせて発達支援保育事業
内容の見直しを行う。

Ｂ 維持

保
育
支
援
課

幼
稚
園

、
保
育
所
等
巡
回
訪
問

市内の各園に通う“発達に課題を抱え
る子ども”を早期発見することで、子ど
もへの支援方法や目標を明確にし、
適切な支援が行われるための助言を
行う。また、発達に課題を持つ子ども
の把握及び、定期的な園訪問による
子どもの発達状況の確認を行い、今
後の支援方法の見直しについて、園
職員との共通理解を図る。

各園での発達支援コーディネーターの
配置を含めた発達支援の体制が構築
されつつあるが、各園ごとで体制等に
差が出始めている。また、園から発達
に課題がある子どもとされつつも、保
護者からの同意が得られず、早期支
援が難しいケースも多いため、園内支
援策の見直しや、関係機関と連携を
図るなど、支援が切れ目なく行われる
よう配慮した。

各園と連携を図りながら、発達支援
コーディネーターへの指導が必要であ
る。また、継続支援を必要としている
子どもには、保護者支援も含めて、定
期的に園訪問をしながら確認をし、
園・保護者と連携が必要である。な
お、地域型保育所においても発達に
課題がある子どもが増えてきているた
め、発達担当としてどのように関わって
いけるか検討の必要がある。

引き続き市内全幼稚園、保育園、認
定こども園の訪問を続け、児のアセス
メントや支援のアドバイスを行う。必要
であれば発達相談や発達検査を実施
し、園や家庭での適切な支援や就学
支援等につなげる。

Ｂ 維持

保
育
支
援
課

子
育
て
応
援
歌

療
育
相
談
事
業

子どもの発達や集団生活に悩みや不
安を抱える保護者等に対し、電話や
来所による相談を受け、助言を行う。

平成27年度より、子育て応援課に発
達相談担当の係が発足し、市役所と
いう身近な場所に相談窓口が設置さ
れた。その結果、来所相談は、平成
26年度の145件（ふわりと健康づくり
課の合算）から大幅に増加した。現在
は保育士、教諭、心理士、言語聴覚
士等専門職が配置され、相談者の主
訴対し、適切な支援を展開することが
可能になった。

来所相談の結果、心理検査を必要と
する場合が多いが、心理検査の予約
者が多く、希望者にすぐに対応できな
い現状がある。また、虐待を受けてい
る子どもが発達障害の疑いがある場
合が多く、心理・発達的視点からの介
入と保護者への心理教育が重要であ
る。家庭児童相談担当を中心に連携
をとり、対応していく必要がある。

療育相談（発達支援・発達相談）機
能の充実を図るため、関係機関との
連携強化や地域機関の発達支援技
術が向上されるよう支援していく必要
である。また、来所相談では、初回の
相談で相談者の主訴を的確に把握
し、どのような支援が展開されるべき
か判断するスキルが必要になるため、
職員の資質向上を図る。
引き続き、子どもの発達や集団生活に
不安や悩みを抱える保護者に対し、
電話や来所による相談に応じていく。
また、保護者が子育てに関する不安
が強い場合は、ペアレント・プログラム
を取り入れた計画的な継続相談を実
施したり、病院につなぐ等継続的な支
援を行う。

Ｂ 維持

保
育
支
援
課

子
育
て
応
援
歌
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今
後

担
当
課

進捗状況 今後の課題 改善策・目標等

評価め
ざ
す
子
育
て

施
策

事
業
名

事業内容
進
捗
度

2 就学前の子どもの教育・保育環境の充実
2 教育・保育の質の向上

発
達
支
援
コ
ー
デ

ィ
ネ
ー
タ
ー
養
成

講
座
・
フ
ォ
ロ
ー
ア

ッ
プ
研
修

市内の幼稚園、保育園、認定こども園
にいる、発達に課題を抱えたこども（発
達障がい児、発達障がいが疑われる
児、被虐待児、保育の中で”気になる
子”）の早期発見、早期支援を進める
ために基本的知識を身につけた人材
を育成するための講座を開催する。

平成25年度より開催されている講座
であるため、各園に発達支援コーディ
ネーターが増えてきて、コーディネー
ターを中心とした発達支援体制を構
築されてきている。取り組み方は多様
でよい面もあるが、園ごとに差が出始
めている現状もある。また、発達支援
の知識を持つ職員が増え、園内での
共通理解がしやすい状況になってき
ている。

各園で発達支援体制づくりの意識に
差がある事から、各園の発達支援の
中心的な役割を果たす職員を対象
に、体制づくりの考え方や、より専門的
な知識を身につけていただく講座の開
催や他園の状況を知ることができる連
絡会を設ける等、新しい取り組みが必
要となる。
発達支援をしていくうえで園内の職員
間の共通理解が不可欠な為、より幅
広い職員を対象とした講座を開催す
る必要性がある。

発達支援コーディネーターアドバンスト
講座の開催（３～４年に一度開催）
や、発達支援実践講座、発達支援基
礎講座、発達支援コーディネーター連
絡会等、対象の職員の幅を広げ、各
園での発達支援体制の構築、強化を
めざす。

Ｂ 維持

子
育
て
応
援
課

幼
稚
園

、
保
育
所
等
職
員

の
研
修

教育・保育の充実及び向上を図るた
め、幼稚園教諭、保育士等を対象
に、研修会を実施する。

毎年、計画的・継続的に研修を実施
した。研修テーマは、その時課題と
なっている事柄を選んだり、たくさんの
保育士等が参加できるよう、土曜や夜
間に開催した。視察研修については、
施設長、保育部会、給食部会等、対
象を分け、参考となる取り組みを行っ
ている施設を視察し、見聞を広めた。

土曜や夜間の研修に参加することに
より、保育園等の開園時間に振替休
暇を取ることになるが、保育士不足で
人手が少ない園が多いため、研修へ
の参加人数も限られてくる。

保育士等人材バンクや保育士就職支
援セミナーの実施により、より多くの保
育士が島田市内の保育園等に就職
するきっかけを作る。

Ａ 維持

保
育
支
援
課

私
立
幼
稚
園
運
営
費
補
助

、
保

育
所
等
運
営
費
補
助

教育・保育の充実及び向上を図るた
め、幼稚園教諭、保育士等を対象
に、研修会を実施する。

【私立幼稚園】私立幼稚園等における
幼児教育の振興を奨励し、その充実
及び向上を図るため、市内に私立幼
稚園等を設置する者に対し補助金を
交付する。
【保育所等】児童福祉の向上を図るた
め、民間保育所等の運営を行う者に
対し補助金を交付する。

私立幼稚園及び保育所等の運営を
行う者に対し円滑に補助金交付を行
うことができた。

近隣市の私立幼稚園及び保育所等
への補助金を踏まえて、令和元年度
中に補助事業内容の見直しを行って
いく。

Ｂ
維持
縮小

保
育
支
援
課

幼
稚
園

、
保
育
所

、
小
学
校
等

合
同
研
修
会
の
開
催

幼児期から児童期における子どもたち
の実態を明らかにし、効果的な支援の
方法を考えたり、こども園・保育園・幼
稚園・小学校職員の一層の連携を
図ったりするための研修を合同で行
う。

外部から講師を招き、スタートカリキュ
ラムの必要性について研修することが
できた。また、保幼こ小の連携につい
て、各校、各園において地域の特色を
生かした交流が行われるようになって
いる。

地域によって、連携・交流がやりやす
いケースとやりにくいケースがあり、市
内で一律の方法をとることが非常に難
しい。

校長会と園長会の連携をはかる。
今年度の２回目の研修は園を会場に
行う。小学校の教諭は、幼児教育や
保育の現場を参観し、園児たちの実
態を正しく理解し、スタートカリキュラム
の編成に役立てる。園と小学校の保
育者と教諭が顔を合わせて研修を行
うことで、連携を深める。

Ｂ 継続
拡充

保
育
支
援
課
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今
後

担
当
課

進捗状況 今後の課題 改善策・目標等

評価め
ざ
す
子
育
て

施
策

事
業
名

事業内容
進
捗
度

2 就学前の子どもの教育・保育環境の充実
3 　産後の休業及び育児休業後の保育サービス利用への支援

年
度
途
中
入
所
へ
の
支
援

保育所等の入園申込みの時期、方法
等について窓口、電話、広報誌、ホー
ムページ等により周知する。

その方の状況に応じ、案内することが
できた。様々な媒体での周知を実施し
た。年度途中の申込みで入園できな
い場合には翌年度の一斉申込みの説
明・案内を行った。

ここ数年は、申込み総数が増加してお
り、年度途中での入園が難しくなって
いる。申込者の中には勤務時間がそ
れほど長くない方もいるため、幼稚園
も含めた案内をしてその方に適した施
設を案内することも検討していく。

幼稚園も含めた全体的な案内 Ｂ 維持

保
育
支
援
課

産
休
中

、
育
休
中
の
保
護
者
へ
の
保
育

サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
の
情
報
提
供
の
充

実

保育所等の入園申込みの時期、方法
等について窓口、電話、広報誌、ホー
ムページ等により周知する。

その方の状況に応じ、案内することが
できた。様々な媒体での周知を実施し
た。年度途中の申込みで入園できな
い場合には翌年度の一斉申込みの説
明・案内を行った。

ここ数年は、申込み総数が増加してお
り、年度途中での入園が難しくなって
いる。申込者の中には勤務時間がそ
れほど長くない方もいるため、幼稚園
も含めた案内をしてその方に適した施
設を案内することも検討していく。

幼稚園も含めた全体的な案内 Ｂ 維持

保
育
支
援
課
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今
後

担
当
課

進捗状況 今後の課題 改善策・目標等

評価め
ざ
す
子
育
て

施
策

事
業
名

事業内容
進
捗
度

3 子育てと仕事の調和の推進
1 企業における子育てと仕事の両立に対する取組の促進

建
設
工
事
の
総
合
評
価
方
式
に
お
け
る

取
組
実
績
の
評
価
の
導
入

総合評価落札方式にて、「静岡県次
世代育成支援企業認証制度（コウノト
リカンパニー）による認定の有無」を評
価項目として設定していく。

総合評価方式の入札において、静岡
県次世代育成支援企業認証制度に
よる認定の取得が評価項目として加
点されるため、施策の実効性を高める
効果がある。

実施件数は総合評価方式の入札案
件の有無に左右されるため、年度によ
り実施件数の増減が生じてしまう。

特に大きな課題はないため、昨年度
に引き続き、「静岡県次世代育成支
援企業認証制度による認定の有無」
についての評価項目を取り込んだ総
合評価落札方式を実施していく。
「静岡県次世代育成支援企業認証制
度による認定の有無」についての評価
項目を取り込んだ総合評価落札方式
を実施する。（年３件～５件程度実
施）

Ａ 継続

契
約
検
査
科

「
男
女
共
同
参
画
社
会
づ
く
り
宣

言

」
事
業
所
の
普
及

、
促
進

静岡県が取り組んでいる、従業員の子
育てや介護、個性と能力の発揮、仕
事と生活の調和など男女共同参画社
会づくりを推進する事業所・団体を広く
PRするための「男女共同参画社会づ
くり宣言」事業所を、市内へ普及・促
進する。

計画期間で一定の増加があり、啓発
等の効果がある程度みられた。しか
し、平成29年度からは事業所数が伸
び悩んでいる。

市内の主だった企業・事業所だけでな
く、中小企業や小規模事業所に事業
のことが周知されていない。もしくは、
事業の意義や対象について正しく認
識されていない。

・小規模事業所で宣言している事業
所などを取り上げ、モデルケースとして
紹介する。
・事業所を対象にしたセミナーなどで、
宣言事業所や主な企業だけでなく、そ
の他の企業にも案内を送る。引き続き
啓発情報誌やセミナーを通じて、宣言
事業所事業の紹介や、事業の意義を
市内企業に伝えていく。

Ｂ 継続

市
民
協
働
課

家
族
と
地
域
の
時
間
づ
く
り
の
推
進
事

業

地域資源や県民の日など、多彩な場
面を活用して、休暇取得を促進し、家
族と地域の時間づくりを推進する。

平成27年度まで観光庁の進める「家
族の時間づくりプロジェクト」及び厚生
労働省の「地域の特性を活かした休
暇取得促進のための環境整備事業」
に沿って施策を進めてきたが、一定の
成果を達成したため、平成28年度か
らはこれらの事業は実施しなかった。
子育てと仕事の調和については、ワー
クライフバランスの改善に係るセミナー
等を行い、引き続き推進している。

事業については達成

・さらに子育てと仕事の両立を進めて
いくために、別の施策で取り組みを進
めていく（ワークライフバランスを改善
するための事業所向けセミナーな
ど）。

達成 廃止

市
民
協
働
課

9



今
後

担
当
課

進捗状況 今後の課題 改善策・目標等

評価め
ざ
す
子
育
て

施
策

事
業
名

事業内容
進
捗
度

企
業
内
子
育
て
環
境
ア

ッ
プ
事
業

男性の育児休業取得を促進すること
で、男女が平等に責任を分担し、働き
ながら子育てできる社会の実現をめざ
すとともに、女性の育児の負担を軽減
させ、企業による女性活用につなげ
る。

・継続したPR活動により、一定数の申
請は出てきている。
・申請は対象者が多く、対象事業所の
申請は少ない。

市内在住の対象者からの申請はある
が、事業所が市外のため対象とならな
い場合が多い。

・PRの強化（ママハロや内職相談に来
たお母さんへ直接PRなど）

Ｂ 廃止
商
工
課

企
業
へ
の
育
児
休
業
制
度
の
普

及
促
進

企業内子育て環境アップ事業の周知
により、企業の育児休業制度普及促
進を図る。

・申請は対象者が多く、対象事業所の
申請は少ない。

市内在住の対象者からの申請はある
が、事業所が市外のため対象とならな
い場合が多い。

・PRの強化（ママハロや内職相談に来
たお母さんへ直接PRなど）
令和元年度（平成31年度）をもって育
メン応援奨励金は終了するが、継続し
て市内企業への育児休業制度の普
及促進は継続していく。
※育児休業制度のある事業所数や育
児休業取得率などの把握がない為、
実績を数字として出すことは難しい。

Ｂ 維持
商
工
課
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今
後

担
当
課

進捗状況 今後の課題 改善策・目標等

評価め
ざ
す
子
育
て

施
策

事
業
名

事業内容
進
捗
度

3 子育てと仕事の調和の推進
2 父親の子育て参画の促進と意識の啓発

こ
ど
も
館
の
運

営 再掲

子
育
て
応
援
課

児
童
セ
ン

タ
ー

、
児
童
館

の
運
営

再掲

子
育
て
応
援
課

パ
パ
マ
マ
子
育
て
サ
ロ
ン

０歳児をもつ親を対象に、楽しい親子
関係の支援を目的とし、父親の育児
参加のきっかけづくり、また、母親の子
どもへの育児不安の軽減等を図る講
座

父親も積極的に参加してもらえるよう、
土日の開催を基本として、講座を開
催した。

他施設等にてベビーマッサージなど似
たような講座が開催されていたため、
平成29年度から廃止とした。

達成 廃止

社
会
教
育
課

親
学
講
座

再掲

社
会
教
育
課

親
子
ふ
れ
あ
い

講
座 再掲

社
会
教
育
課

企
業
内
子
育
て

環
境
ア

ッ
プ
事

業 再掲
商
工
課

家
庭
教
育
学
級

再掲

社
会
教
育
課
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今
後

担
当
課

進捗状況 今後の課題 改善策・目標等

評価め
ざ
す
子
育
て

施
策

事
業
名

事業内容
進
捗
度

4 地域における子育て支援の充実
1 子育て支援ネットワークの充実

育
児
サ
ポ
ー
タ
ー
派
遣
事
業

就学前の子どもと同居している妊娠中
の母親や出産後間もない子どもを持
つ母親に対して、一定期間育児サ
ポーターを派遣し、必要な育児の援
助を行い、子育て家庭が安心して生
活を営むことができるよう支援する。

申請はしたが、利用につながらない
ケースがある。利用すると良さがわか
り、継続しての利用につながる。
上の子の散歩や遊びの利用が以前は
多かったが、身体が落ち着いてきたら
上の子とのかかわる時間が作るよう声
かけをおこなってきたことで、支援の内
容が変容してきた。

事前訪問・初回訪問を取り入れ、申
請だけで終わらす、安心して利用でき
るよう、育児サポーターとの顔合わせ
や説明等を丁寧に行う必要がある。

事前訪問・初回訪問の実施。
保健師からの情報提供や連携（近隣
に支援者がいない方・多胎児など）
スムーズな申請手続き。
サービスではない支援のあり方（必要
に応じた支援）を実施し、派遣終了後
楽しく前向きに子育てできるようサ
ポートしていく。

Ｂ 現状

子
育
て
応
援
課

子
育
て
支
援
ネ

ッ
ト
ワ
ー
ク
の
運
営

市内の子育て支援にかかわる団体
が、自分達の情報を共有しあい、連携
して大きなネットワークを作ることによ
り、子どもにかかわる個人、団体の交
流を深め、子育て支援の充実を図る

総会・研修内容を見直し、子育て支
援ネットワーク加入団体の活動を知る
場を意図的に取り入れてきたことで、
横のつながりが見え始めてきた。

子育て応援メッセージの発信を加入
団体と共に市民にアピールし、市民も
巻き込んだ孤立しない子育て支援の
取組を実施していくことが今後必要で
ある。そして、民間の子育て支援団体
や関係機関等も含め、地域全体で協
働の「子育て支援」に取組むことがで
きるようなネットワークのさらなる構築
が課題である。

子育て応援フェスタ「しまいく」に協賛
し、子育て応援メッセージ「ひとりじゃ
ないでね」を広く広報するとともに、子
育て支援ネットワークの周知。
子育て応援メッセージ「ひとりじゃない
でね」の発信と加入団体の増

Ｂ 現状

子
育
て
応
援
課

12



今
後

担
当
課

進捗状況 今後の課題 改善策・目標等

評価め
ざ
す
子
育
て

施
策

事
業
名

事業内容
進
捗
度

4 地域における子育て支援の充実
2 地域協働による子育て支援

こ
ど
も
館
の
運
営

再掲

子
育
て
応
援
課

児
童
セ
ン
タ
ー

、

児
童
館
の
運
営

再掲

子
育
て
応
援
課

つ
ど
い
の
広
場
の

開
催

（
き
し
ゃ

ぽ

っ
ぽ
等

）

再掲

子
育
て
応
援
課

フ

ァ
ミ
リ
ー
・
サ
ポ
ー
ト
・
セ

ン
タ
ー
事
業

地域において、育児の援助を受けた
い会員と行いたい会員を結び、子育て
を支援する。

依頼会員は増加しているが、提供会
員は横ばいで、活動回数は減少して
いる。

提供会員の確保が難しく、援助を依
頼したくても援助を行う提供会員が少
なく活動が成立しにくいことが要因の
一つと思われる。

・子育て施設や保育園などにチラシを
配布する
・「広報しまだ」やホームページに、事
業や会員募集について掲載し周知す
る

Ｂ 維持

子
育
て
応
援
課

幼
稚
園

、
保
育
所
等
の
園
庭
開

放

子育て支援の一環として、子育て親
子が自由に利用できるように、幼稚
園、保育園の園庭を開放する。

防犯上の観点から、自由な開放はで
きないため、支援センター利用者など
に限られる開放となった。

積極的な開放は難しい
現状の取り組みをせざるを得ないと考
える

Ｂ 維持

保
育
支
援
課
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今
後

担
当
課

進捗状況 今後の課題 改善策・目標等

評価め
ざ
す
子
育
て

施
策

事
業
名

事業内容
進
捗
度

4 地域における子育て支援の充実
3 子育てを支える人材の育成

地
域
組
織
活
動
育
成
事
業

（
母

親
ク
ラ
ブ
等
補
助
金

）

地域における児童をもつ母親等の連
帯組織で、児童センター等と有機的
な連携のもとに親子の交流などの活
動を行い、地域における児童福祉の
向上を図る。

クラブ数に大きな変化無し 特になし 補助金を交付し活動を援助 Ａ 維持

子
育
て
応
援
課

フ

ァ
ミ
リ
ー

・

サ
ポ
ー

ト
・
セ

ン
タ
ー

事
業

再掲

子
育
て
応
援
課

つ
ど
い
の
広
場

の
開
催

（
き

し
ゃ
ぽ

っ
ぽ

等

）
再掲

子
育
て
応
援
課

地
域
お
せ

っ
か
い
人
養

成
事
業

地域おせっかい人養成講座終了者を
中心とした結婚支援を実施するボラン
ティア団体「おせっかい人サロン」の活
動に対し、助言・支援をしていく。

おせっかい人サロンの定例会に参加
し、団体の自立に向けた助言・支援を
行った。

・団体の自立
・おせっかい人サロンの会員が少ない

・市内で結婚支援をしているボラン
ティア一覧をホームページに掲載
・H29～市内で結婚支援をしているボ
ランティア・関係機関との情報交換会
を開催
・H30　おせっかい人サロンの活動をに
ついて地域情報誌ココガネに掲載

Ｂ 維持

子
育
て
応
援
課

子
育
て
支
援

ネ

ッ
ト
ワ
ー

ク
の
運
営

再掲

子
育
て
応
援
課

ペ
ア
レ
ン
ト
サ
ポ
ー
タ
ー

の
活
用

核家族化や地縁的つながりの希薄化
などを背景として家庭教育の困難化
や家庭の孤立化が指摘されるなど、
社会全体での家庭教育支援の必要
性が高まっている中で、全ての親が安
心して家庭教育を行うことができるよう
島田市ペアレントサポーターの取組を
推進する。

ペアレントサポーターの得意分野に応
じて、「家庭教育サポートチーム」「子
育て広場チーム」「読書推進チーム」
にチームを分け、チームごとに活動し、
参加者からの評価は概ね好評であ
る。

各チームの特色に応じた家庭教育に
関する講座等を実施し、一定の成果
が出ているが、ペアレントサポーターの
人員をこれからも増やす必要がある。

家庭教育推進グループとの連携及び
研修の実施
現状維持しつつ、新たにペアレントサ
ポーターとして活動する人材の確保に
努めていく。

Ｂ 維持

子
育
て
応
援
課
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今
後

担
当
課

進捗状況 今後の課題 改善策・目標等

評価め
ざ
す
子
育
て

施
策

事
業
名

事業内容
進
捗
度

4 地域における子育て支援の充実
4 多世代間交流による「地域で子どもを育てる」機運の醸成

地
域
お
せ

っ
か
い
人
養

成
事
業

再掲

子
育
て
応
援
課

幼
稚
園

、
保
育
所
等
の
園
児
と

地
域
の
小
・
中
・
高
校
生
と
の

交
流

【小学校】授業における１年生と園児と
の交流・就学時健康診断における園
児と５年生の交流
【中学校】園における職業体験

園児と交流することにより、自己の成
長過程を振り返り、育ててくれた人へ
の感謝の気持ちを育むことができてい
る。

地域によっては、交流の場を設定しに
くい園や学校がある。

・園と学校との連携を図るため、互い
の連絡先一覧表をつくり配布した。
保幼こ小合同研修会を通して、園と
学校との交流をさかんにして、小１プロ
ブレムの解消に努める。

Ｂ 維持

子
育
て
応
援
課

保
育
所
に
お
け
る
多
世
代
の
交

流
を
促
進
す
る
事
業

地域の老人を園に招き、遊んだり、畑
の作物の収穫を一緒にしたり、昔の遊
びを教えてもらったりする交流や、中
学生の体験学習等の受入れを行う。

定例的な交流ができている。今後も同
様に続けていけると良いと思われる。

特になし これまでと同様に実施していく。 A 維持

保
育
支
援
課

中
学
生
体
験
講
座

再掲

社
会
教
育
課
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今
後

担
当
課

進捗状況 今後の課題 改善策・目標等

評価め
ざ
す
子
育
て

施
策

事
業
名

事業内容
進
捗
度

5 安全・安心な子育て環境の整備
1 子育てに関する相談・情報提供の充実

子
育
て
コ
ン
シ

ェ
ル
ジ

ュ

全ての児童に係る相談窓口として、保
護者からの相談を受け、そのニーズに
合った子育て支援サービスについての
情報提供及び児童に係る悩みや発達
の相談等を受け、他部署と連携し解
決に導く支援を行う

か月児相談等に参加し、顔の見える
地域連携に取り組んできたこと、子育
てコンシェルジュを知る人が増えてき
た。地域と連携しながら子育て支援体
制がさらに充実するよう、マイ支援セン
ター登録の推進やあかちゃん講座を
支援センターを活用して開催。安心で
きる支援体制の構築や子育ての仲間
づくりにより育児不安・負担軽減になる
取組を実践した。登録者の8割が支援
センターとつながった。

切れ目ない支援の充実を目指し、妊
娠期からの支援も充実させていく。そ
のために、『子育て世代包括支援セン
ター』担当保健師や地域子育て支援
センター職員、一時保育事業担当
者、育児サポーター等との連携を強
化をしていく。

孤立しがちな子育て中の親がつながり
あえるきっかけとなる場（ウェルカム島
田・外国人ママの会）や子育てが楽し
みになるようなプレパパママの体験の
場（あかちゃんお世話体験）を整備。

Ｂ 維持

子
育
て
応
援
課

幼
稚
園

、
保
育
所
等
の
園
児
と

地
域
の
小
・
中
・
高
校
生
と
の

交
流

【小学校】授業における１年生と園児と
の交流・就学時健康診断における園
児と５年生の交流
【中学校】園における職業体験

園児と交流することにより、自己の成
長過程を振り返り、育ててくれた人へ
の感謝の気持ちを育むことができてい
る。

地域によっては、交流の場を設定しに
くい園や学校がある。

・園と学校との連携を図るため、互い
の連絡先一覧表をつくり配布した。
保幼こ小合同研修会を通して、園と
学校との交流をさかんにして、小１プロ
ブレムの解消に努める。

Ｂ 維持

子
育
て
応
援
課

子
育
て
カ
レ
ン
ダ
ー
配
布

各課が実施あるいは掌握している子
育て支援に関する情報を一元化し、カ
レンダー形式に整理して情報発信す
ることで、子どもの成長と子育てを支
援することを目的とする。

・子育てカレンダーをPDF版からWEB
版に移行することにより利用者が増加
している。
・cocoganeに掲載することにより市内
全域でカレンダーの一部をみることが
できるようになった。
・PDF版からWEB版への切替が終了し
ていない。

WEB版のしまいくサイトへの搭載で
WEB版の利用者が増加しているが、
cocoganeへの掲載などでは、PDF版
への代替になっていない。PDF版の利
用者にWEB版とcocoganeの使い方が
知られていない。

・WEB版とcocoganeの利用方法を、
PDF版とcocogane等で周知する。
・効率的な子育て情報の配信方法の
研究
・PDF版と他の方法の需要把握とPDF
版の展開方法の決定（継続・拡大・廃
止など）　　　　　　　　　　・WEB版とし
まいくサイト等の改修

Ｂ 維持

子
育
て
応
援
課

地
域
子
育
て
支
援
セ

ン
タ
ー
の
運
営

再掲

子
育
て
応
援
課
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今
後

担
当
課

進捗状況 今後の課題 改善策・目標等

評価め
ざ
す
子
育
て

施
策

事
業
名

事業内容
進
捗
度

育
児
サ
ポ
ー
タ
ー
派

遣
事
業

再掲

子
育
て
応
援
課

児
童
セ
ン
タ
ー

、
児

童
館
の
運
営

再掲

子
育
て
応
援
課

つ
ど
い
の
広
場
の
開

催

（
き
し
ゃ
ぽ

っ
ぽ

等

）
再掲

子
育
て
応
援
課

療
育
相
談
事
業

再掲

子
育
て
応
援
課

保
育
支
援
課

子
育
て
応
援
つ
な
が
る
環
境
づ

く
り
事
業

子育ての総合的な窓口としてのポー
タルサイト等を作成し、利用者の"知り
たい"、"相談したい"、"つながりたい"
といった多様なニーズに応える。

毎年新しい情報配信方法等を実施し
て、着実に利用回数が増加していて
結果がでている。

新しい取組によって利用者の増加をし
ているので、増加の要因を具体的に
検討し、さらに改善を目指す。

デジタルマーケティング係と共同で、
情報配信の改善点を協議して、来年
以降の改善につなげる。

Ｂ 維持

子
育
て
応
援
課
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今
後

担
当
課

進捗状況 今後の課題 改善策・目標等

評価め
ざ
す
子
育
て

施
策

事
業
名

事業内容
進
捗
度

5 安全・安心な子育て環境の整備
2 子育て家庭への経済的援助の推進

こ
ど
も
医
療
費
助
成

乳幼児及び児童の保険診療に係る治
療に要する医療費の助成を行い、乳
幼児等の健全な育成を図ることを目
的とする。

平成30年10月１日から年齢が18歳
までに拡大され、医療費についての保
護者の負担軽減の目的は達成されて
いる。

医療費や入院時の食事の費用につい
てすべて助成し、保護者が負担する
費用はない自治体もあり、近隣市町で
も差が生じている。

近隣市町のように助成する範囲を広
げることによって、増額する費用につい
て調査する必要がある。

Ｂ 維持

子
育
て
応
援
課

児
童
手
当
支
給

児童手当法に基づき全国一律に施行
されている国の制度であり、中学校を
修了前までの児童を養育する者に支
給される。所得制限が設けられてお
り、所得制限額以上に該当するものは
特例給付を行っている。平成24年6
月分から現行の制度が開始となった。

対象児童数は年々減っている。

正確に支給事務を行う。手当を受給
するためには申請が必要なこと、引き
続き手当を受給するためには現況届
の提出が必要なことを引き続き広く周
知していく。

母子手帳交付時に児童手当制度の
周知。広報誌やＨＰに制度の案内を
記載。

Ｂ 維持

子
育
て
応
援
課

幼
稚
園

、
保
育
所
等
保
育
料
の

軽
減

平成29年９月分の保育料から所得制
限や年齢制限を撤廃し、保育料の軽
減を行う。

保育園・認定こども園（０～５歳）、小
規模保育等に通うもの（２号３号）及び
幼稚園（３～５歳）、認定こども園に通
うもの（１号）を対象に、第２子の保育
料を半額・第３子以降の保育料を無
償とし、子育て世代の負担軽減による
合計特殊出生率の上昇や子育て世
代の定住促進、さらには、市外からの
子育て世代の転入増加を図った。

事業費に対する効果（出生者数、転
入者数等）を検証する必要がある。

第２次島田市総合計画の前期基本
計画の期間（平成30年度～平成33
年度（令和３年度））中に、効果（出生
者数、転入者数等）を検証のうえ継続
について判断する。

Ｂ 維持

保
育
支
援
課
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今
後

担
当
課

進捗状況 今後の課題 改善策・目標等

評価め
ざ
す
子
育
て

施
策

事
業
名

事業内容
進
捗
度

私
立
幼
稚
園
就
園
奨
励
費
補
助

幼稚園教育の振興を図るため、保育
料等を減免する私立幼稚園の設置者
に対し、補助金を交付するもの。

私立幼稚園に通う補助事業対象の世
帯へ補助金を交付することが出来た。
また市独自で第２子半額・第３子無償
化を行い補助内容を拡大することで、
保護者負担の軽減を図ることが出来
た。

平成29年９月から第２子半額・第３子
無償化を行っているため、効果検証を
行っていく必要がある。
認定こども園幼稚園部と私立幼稚園
の保育料に差があるため、検討してい
く必要がある。

令和元年10月から国の幼児教育・保
育の無償化事業が開始予定のため、
令和元年９月までで就園奨励費補助
事業は廃止予定。
令和元年10月以降は利用給付事業
として、給付事業を行っていく予定。

Ｂ 廃止

保
育
支
援
課

実
費
徴
収
に
係
る
補
足
給
付
を
行
う

事
業

低所得世帯の各施設において実費で
徴収している日用品や文具等の購入
費用及び食事の提供費用の一部を
補助するもの。

低所得世帯の実費徴収額の一部を
補助することで、低所得世帯の特定
教育・保育等の円滑な利用を図るこ
と、負担軽減を行うことができた。

生活保護世帯以外の低所得世帯へ
の負担軽減を行っていく必要があるこ
と。

令和元年９月までは１号認定の生活
保護世帯の副食費及び１～３号認定
の生活保護世帯の行事費・教材費等
の費用を対象に補助、令和元年10月
からの幼児教育・保育の無償化開始
予定後は補助対象拡大し、幼稚園
（未移行園）の低所得世帯及び第３子
以降の副食費及び１～３号認定の生
活保護世帯の行事費・教材費等の費
用を対象に補助を行う。１号認定の副
食費については給付事業として支払
いを行う。

Ｂ 維持

保
育
支
援
課

要
保
護
及
び
準
要
保
護
児
童
生
徒
就

学
援
助
費
支
給

経済的な理由により就学困難な児童
及び生徒について学用品費、医療費
及び学校給食費等必要な援助を行
い、もって義務教育の円滑な実施に
資する。

事業の周知（ホームページ、広報、
FM、入学説明会、児童生徒へのお知
らせ配布など）に努めた結果、受給者
の増加に繋がっている。

年々受給者が増加している一方、予
算の確保が問題となってきている。

平成31年度は国の基準に基づき、支
給単価の引き上げが行われる。

Ａ 維持

教
育
総
務
課
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今
後

担
当
課

進捗状況 今後の課題 改善策・目標等

評価め
ざ
す
子
育
て

施
策

事
業
名

事業内容
進
捗
度

5 安全・安心な子育て環境の整備
3 子どもの安全な居場所づくり

放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
の
運
営

保護者が労働等により昼間家庭にい
ない市内小学校に就学している児童
に対し、授業の終了後等に適切な遊
び及び生活の場を与え、健全な育成
を図る。

利用希望者の増加に対応し、拡張工
事実施や民間クラブ開設の推奨など
により、総数での増加は達成したが、
地域毎の需要と供給のミスマッチによ
り待機児童が発生している。又、指導
員を増員するために、質的な向上が
難しい状況。

地域毎の待機児童の削減と指導員の
確保及び質的向上

最も需要が高まる夏休みに、期間限
定の拡張を実施。夏休み限定で学校
支援員を指導員として雇用する。

Ｂ 維持

子
育
て
応
援
課

こ
ど
も
館
の
運

営 再掲

子
育
て
応
援
課

児
童
セ
ン

タ
ー

、
児
童
館

の
運
営

再掲

子
育
て
応
援
課

地
域
子
育
て
支

援
セ
ン
タ
ー
の

運
営 再掲

子
育
て
応
援
課

つ
ど
い
の
広
場

の
開
催

（
き

し
ゃ
ぽ

っ
ぽ

等

）
再掲

子
育
て
応
援
課
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今
後

担
当
課

進捗状況 今後の課題 改善策・目標等

評価め
ざ
す
子
育
て

施
策

事
業
名

事業内容
進
捗
度

チ
ビ

ッ
コ
広
場
の
維
持

町内会からのチビッコ広場利用申請
書に基づき、該当土地所有者と土地
賃借契約を締結し、チビッコ広場とし
て借り受けを行う。契約は原則1年間
とし借地料の支払いは行わないが、借
用期間中の固定資産税と都市計画
税について減免処置を行う。広場の
管理運営については、町内会に依頼
している。

チビッコ広場に係る予算が減少してい
る。

チビッコ広場を町内会が自立して管理
できるようにする。

自治会や町内会と協議をする。 Ｂ
継続
縮小

子
育
て
応
援
課

児
童
遊
園
や
公
園
の
遊
具
の

安
全
点
検

子どもにとって安全で楽しい公園を確
保するため、遊戯施設を安全・安心に
利用できるよう努める。

遊具の安全を確保するためには、点
検を確実に行って物的ハザードを発
見・除去することが必要で「遊具点検」
及び「日常点検」の中で行う点検等に
より、物的ハザードを早期に発見して、
適切な処置に努め事故の防止を図っ
てきた。

公園施設について、今後進展する老
朽化に対する安全対策の強化及び補
修・更新費用の平準化を図る観点か
ら、適切な施設点検、維持保全等の
予防保全的管理の下で、既存ストック
の長寿命化対策及び計画的な補修・
更新を行うことを目的として作成する
ことです。

自治会や町内会と協議をする。平成
23、24年度に実施した公園施設長寿
命化計画の調査結果により、公園施
設の改築・更新を行う。

Ｂ 継続

子
育
て
応
援
課

建
設
課

幼
稚
園

、
保
育

所
等
の
園
庭
開

放 再掲

保
育
支
援
課

放
課
後
子
ど
も
教
室
の
開
催

放課後に子供達の安心・安全な活動
拠点（居場所）を設け、地域の方々の
参画を得て、スポーツ、文化活動等
の取り組みを実施する。また、放課後
児童クラブとの交流・連携も進めてい
く。

放課後子ども教室は、平成19年度に
モデルケースとして初倉公民館で事
業を開始し、初倉南小学校、岡田公
会堂と会場を２回変更し事業を実施し
てきた。令和元年度で13年目を迎え
るが、子供の居場所作りや地域とのつ
ながりの促進など、一定の効果を挙げ
ている。しかし、国・県からの補助金は
年々減少しており、各小学校での実施
については、予算、人材の確保が難し
い状況となっている。

現在開設している放課後子ども教室
は、一定の効果は挙げてはいるが、活
動場所が公会堂のため、放課後児童
クラブと交流・連携の回数が少ない。
また、他の小学校での開設は、予算、
人材の確保が難しく困難である。

活動計画に、放課後児童クラブと交
流・連携を増やしていく。

Ｂ 継続

社
会
教
育
課
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今
後

担
当
課

進捗状況 今後の課題 改善策・目標等

評価め
ざ
す
子
育
て

施
策

事
業
名

事業内容
進
捗
度

「
子
ど
も
を
ま
も
る
1
1
0
番
の
家

」

設
置
推
進
運
動

子どもたちが、確実に逃げ込める家の
設置の推進

全ての小学校で設置できている。
今後も同様に、子どもたちが、確実に
逃げ込める家の設置の推進していく。

Ｂ 継続

社
会
教
育
課

子
ど
も
の
ス
ポ
ー
ツ
活
動
の
推
進

（
ス

ポ
ー
ツ
少
年
団
等

）

体育協会を通じて、スポーツ少年団
活動の支援を行う。

スポーツ少年団員は全国的に減少傾
向にあり、島田市内の各団において
も、団員確保に大変苦慮している状
況にある。
そのような状況ではあるが、島田市少
年団本部では、ジュニアリーダーの育
成に力をいれており、卒団後、団員の
模範となる中学生、高校生が多く在
籍し、活発な活動を行っている。

・各団における団員獲得へつながる活
動
　（例：父母会などへの送迎や出役の
負担を軽減するなどの工夫を行う）

・体育協会を通したスポーツ少年団へ
の支援（補助金交付）
・スポーツ少年団交流事業への支援
（補助金交付）

Ｂ 継続

ス
ポ
ー
ツ
振
興
課
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今
後

担
当
課

進捗状況 今後の課題 改善策・目標等

評価め
ざ
す
子
育
て

施
策

事
業
名

事業内容
進
捗
度

6 親と子どもの健康の確保及び増進
1 各種健康診断・予防接種等

妊
婦
健
康
診
査
事
業

妊婦の健康保持をはかるため、医療
機関や助産所への委託により妊婦健
康診査を行う。

・血算検査、ＧＢＳ検査が追加され、
母子の健康保持及び増進が図られ
た。
・医療機関からの連絡によりフォロー
アップができている。

実績数値は減少しているが、これは妊
婦数（母子健康手帳交付数）の減少
によるもので、受診率は高い数値であ
るので、引き続き母子健康手帳交付
時に妊婦健康診査の必要性を十分に
説明を行っていく。

・現状を維持していく。
医療機関等に妊婦健康診査を委託
し、必要な提供体制は十分に確保で
きている状況である。
引き続き、母子健康手帳交付時に妊
婦健康診査の必要性を説明し、積極
的にアプローチすることで受診率
100％を目指す。また、フォローアップ
についても、引き続き医療機関等との
連携を図っていく。

Ａ 維持

健
康
づ
く
り
課

４
か
月
児
､
1
0
か
月
児

、
１

歳
６
か
月
児

、
３
歳
児
健
診

健診を通して児の異常の早期発見、
母子の健全な発達・発育を支援す
る。

受診率は例年高く、健診の周知や未
受診者への勧奨は十分にできてい
る。また、関係機関と連携をとり、健診
から継続的に経過をみる体制が整っ
ている。一方で、健診にかかる待ち時
間が長く同時に、保健師間による指導
技術の格差などもあり、保護者からの
不満も多く、健診の内容自体は十分と
はいえない。

・待ち時間が少なくなるよう効率的か
つ効果的なやり方へ改善していく必要
がある。
・保健師間による指導の格差を是正
し、社会情勢や育児環境に合わせた
保健指導を行えるようにしていく。

・計測や診察にかかる保健師の人数
を削減し、相談に人数を回す。
・指導内容は充実した内容のまま、１
人にかける相談時間をなるべく少なく
していく。
・保健師の面談スキルの向上を目的
とし定期的に学習会を開催する。

Ｂ 維持

健
康
づ
く
り
課

予
防
接
種
事
業

予防接種法に基づき、伝染のおそれ
がある疾病の発生及びまん延を防止
するため予防接種を行い、公衆衛生
の向上及び増進に寄与するとともに予
防接種による健康被害の迅速な救済
を図る。

定期予防接種については、順調に実
施されている。任意予防接種について
もここ数年大きな変更もなく、実施して
いる。

任意予防接種については、他市町で
「骨髄移植等の医療行為により免疫を
消失された方に対する再接種への支
援」が行われており、島田市では現在
実施していないため、検討が必要であ
る。

風しんの追加的対策については、事
業を実施していく。
「骨髄移植等の医療行為により免疫を
消失された方に対する再接種への支
援」について実施を検討する。

Ｂ 維持

健
康
づ
く
り
課
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今
後

担
当
課

進捗状況 今後の課題 改善策・目標等

評価め
ざ
す
子
育
て

施
策

事
業
名

事業内容
進
捗
度

6 親と子どもの健康の確保及び増進
2 健康相談・訪問の充実

赤
ち
ゃ
ん
訪
問
事
業

生後２か月前後に訪問し、身体計測
及び育児保健指導を行う。

全戸への訪問を目指し、見落とすこと
がないよう的確に対象者を抽出し連
絡できている。
要支援ケースへの対応を担当保健師
をつけて的確に行えている。

滞りなく訪問し、対応できているため、
現状を維持し、今後対応に困ることが
あれば適宜改善していく。

現状を維持していく。
令和元年11月より担当保健師による
赤ちゃん訪問が開始となる。今後も見
落としなく、各担当保健師により赤ちゃ
ん訪問が実施されるよう、保健師同
士、関係機関と連携をとりながら実行
していく。

Ａ 維持

健
康
づ
く
り
課

育
児
サ
ポ
ー
タ
ー

派
遣
事
業

再掲

子
育
て
応
援
歌

母
子
健
康
手
帳
交
付

、
妊
婦
健

康
相
談

妊娠期より母子の健康管理を行うこと
を目的とし、妊娠の届出のあった者に
対し、母子健康手帳を交付する。母
子健康手帳交付時に、面談を行い健
康相談を実施する。

母子健康手帳交付者数は年々減少
している。
母子健康手帳交付時に保健師が全
員と面談し、必要な方に対し妊娠期か
らの早期支援につなげることができて
いる。体調等により、本人の来所がな
く家族との面談となった場合も電話等
で本人と直接話をし、状況把握はでき
ている。

妊婦全員と面談が出来る機会である
ため、健全な妊娠出産を迎えられるよ
う引き続き母子健康手帳交付時には
保健師が面談し、情報提供とともに相
談を実施していく。

現状を維持していく
・母子健康手帳交付時に保健師が面
談を実施。
・面談時にアンケートを実施し、生活
習慣等指導を行う。
・妊婦からの相談に対応。

Ａ 維持

健
康
づ
く
り
課

離
乳
食
講
習
会

離乳の基本的な内容を示しながら、
乳児の生活リズム、摂食行動、成長
発達にあった離乳食について学習し、
円滑な離乳が進められるようまた、生
涯のよい食習慣の基礎を形成できる
よう母子ともに支援する。

受講生は第1子の保護者が多い。
年々、保護者の「離乳食」を含む「食」
に関しての知識や調理技術の格差が
感じられる。　　　　　離乳食相談、ア
ンケートから、他職種へ早期支援につ
なげることができる

現在の講座は、離乳食初期を基本と
して実施しているが、相談が増加して
いる離乳食中期以降の講座の検討。
託児があるので、参加者からはいい評
価を受けている。

講座時間の検討、離乳食中期以降の
講座の検討

Ｂ 維持

健
康
づ
く
り
課

７
か
月
児
健
康
相
談

疾病予防、しつけ等の全般的育児支
援を行い、母子の健全な発達、発育
を支援する

例年、受診率も高く健診への周知や
未受診者勧奨はきちんと行なえてい
る。また、７ヶ月は最も母達の育児不
安が強まる時期であり、栄養士・保健
師の相談は需要が高く、満足度も高
い。一方で、発育など気になった児に
対してのフォローは市で行う事業のみ
であり、フォロー体制が薄い。

各医療機関などを巻き込み、事後
フォローをより強化していく必要があ
る。

・母達の持つ悩み事などに沿った専門
職による相談を実施し、的確なアセス
メントをする。
・事後フォローに漏れがないよう、リスト
を作るなどの工夫を行う。

Ｂ 維持

健
康
づ
く
り
課
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今
後

担
当
課

進捗状況 今後の課題 改善策・目標等

評価め
ざ
す
子
育
て

施
策

事
業
名

事業内容
進
捗
度

6 親と子どもの健康の確保及び増進
3 発達支援体制の充実

育
児
サ
ポ
ー
タ
ー

派
遣
事
業

再掲

子
育
て
応
援
課

親
子
学
習
会

（
つ
く
し
ん

ぼ

）
の
実
施

乳幼児期に親子遊びを楽しみながら、
親子関係を深めるとともに、こどもの発
達段階を理解し、保護者が児との関
わり方を学ぶ場とする。また、発達に
課題を抱える児とその保護者にとっ
て、継続的に参加できるような教室に
し、個々の親子に合わせた処遇・課題
を、保護者に寄り添い、相談しながら
検討していく。

発達に課題を抱える児とその保護者
が親子遊びを楽しむ中で児の良さや
かわいらしさを認めたり関わり方を学ぶ
場となっている。発達相談や発達検
査を行うことで児の発達を保護者が理
解し、早期支援につながっている。（必
要な療育、就園先への引継ぎにより
理解を深める等）

平成２９年度より「遊びの教室」事業が
始まり、より多くの発達に課題を抱える
児の早期支援が行えるようになった。
今後は健診等でのアセスメントを強化
し、早期に個々に合った療育につなげ
ることが今後の課題と言える。参加に
つながらない児や、保育園、満３歳児
保育等の就園している子への支援に
ついて方策を考える必要がある。

・乳幼児発達支援連絡会等で健康づ
くり課、ふわりと連携をし、個々に合っ
た処遇をつけられるようにする。
引き続き親子学習会として開催をし、
早期支援に努める。つくしんぼ終了後
も就園先に引継ぎを行い、園でも適切
な支援を受けられるようにする。

Ｂ 維持

子
育
て
応
援
課

幼
稚
園

、
保

育
所
等
巡
回

訪
問 再掲

子
育
て
応

援
課

保
育
支
援

課

障
害
児
相
談
支
援
事
業

サービス利用に向けて、障害者の心
身の状況、その置かれている環境、
サービスの利用に関する意向その他
の事情を勘案し、利用する障害福祉
サービス又は地域相談支援の種類及
び内容その他の事項を記載したサー
ビス等利用計画を作成する。（市は計
画相談支援給付費の支給を行う）

障害福祉サービスを利用する全ての
障害者・児に対してサービス等計画作
成が必須となっており、全てのサービ
ス利用希望者に対して計画を作成す
ることができた。

サービスの適切な利用には計画相談
の役割が大きいが、事業所の受け入
れも限りがあるため近隣市事業者を
含め相談支援事業所と調整していく。

事業所における今後の受け入れ状況
を把握する。
事業所における今後の受け入れ状況
を把握し、サービス利用者が適正に
サービスを利用できるよう、計画作成
を行う事業所を確保する。

Ａ 維持
福
祉
課

保
育
支
援
課

臨
床
発
達
心
理
士
に
よ
る
相
談

、
心

理
検
査

0歳～18歳までの、発達に課題のある
子どもとその保護者を対象に、臨床発
達心理士が心理・発達的視点から相
談に応じ、必要に応じて心理検査を実
施する。子どもが健やかに育つことが
でき、保護者が安心して子育てできる
よう、必要な情報や支援を提供できる
よう継続的に支援していく。

平成27年度から子育て応援課に発
達相談の担当が発足し、市役所という
身近な場所に相談窓口が設置され
た。また、検査体制の整備をし、より多
くの検査に応えることができるように
なった。その結果、心理検査を希望す
る保護者が増加した。早期に子どもの
発達の特性を保護者や関係者が共
通理解することで、必要な支援や情
報を提供してきた。また、保幼小の接
続期における支援を強化することにも
つながった。

年々増加する、心理検査の希望に対
し、予約で待機者が出ている（3ヶ月
待ち）。心理検査実施後の継続的な
支援が難しい。

心理士が増員されたことや、検査を実
施できる部屋が確保される等、漸進
的に改善されてきた。まだ、心理検査
の待機者が多いことは変わらないが、
それだけ発達支援の必要な子ども達
が、早期に発見され、発達支援の取
組が浸透してきたといえる。今後も関
係機関との連携、相談、心理検査件
数、処理数の増加に対応できる職員
の資質向上と体制が必要となる。

Ｂ 維持

子
育
て
応
援
課
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今
後

担
当
課

進捗状況 今後の課題 改善策・目標等

評価め
ざ
す
子
育
て

施
策

事
業
名

事業内容
進
捗
度

予
約
制
乳
幼
児
相
談

身体計測、保健相談、栄養相談、助
産師相談を行う。平成25年度から予
約制とした。身体計測のみを希望する
方は,保健福祉センターで月～金曜日
の午前中に自由に行うことができる。

相談内容は様々であるが、それぞれ
の専門職の助言により育児不安の軽
減、児の発達・発育の促進につながる
と思われる。また、その後も継続して
支援を行うことにより、母子の健やか
な成長に効果がみられると考える。20
分の相談であるが、相談内容や母子
の様子により時折、指定時間を超えて
しまう様子もみられる。

相談内容、母子の様子により規定時
間を超過してしまうこともあり、時間通
りに進まず、母子を待たせてしまうこと
もある。

現状維持しつつ、時間配分について
改善していく必要あり
訪問の件数も日によってさまざまでは
あるが、予定時間を超過してしまうこと
もあるため、時間配分や件数等を検
討していく。

Ｂ
維持
拡充

健
康
づ
く
り
課

食
生
活
相
談

子どもから高齢者の食に関する相談
を個別に実施し、食生活改善を支援
し、健康管理や健康意識の向上、生
活習慣病を予防する。

ここ数年では、成人の生活習慣病の
相談だけでなく、母子関連の離乳食
や幼児食の相談が増加した。保護者
が一人で悩みを抱えての相談が多く
なった。また、障害者の生活習慣病の
相談も増加している。

母子、障害者、高齢者等全体の相談
者の数や内容も多岐に渡って多くなっ
ている。

現行の食生活相談日に加え、継続が
必要な方への相談日（６日間）を設け
た。
相談内容や相談者数も様々だが、他
機関と連携し、必要な支援に繋げてい
く。日数についても状況によって検討し
ていく。

Ｂ 維持

健
康
づ
く
り
課

２
歳
児

、
２
歳
６
か
月
児
相

談

精神・運動に発達遅滞がある乳幼児
や、情緒障害、家庭環境に問題があ
る乳幼児について、より詳細に観察を
行い、保護者の相談に乗ることで、育
児不安の解消と児の健全発達を図
る。必要に応じて、総合発達相談・療
育相
談により個別的な支援につなげる。

個別な支援が必要な児をスクリーニン
グし、療育教室や心理個別相談へと
つなぐことができた。しかし、対象者が
増えてきており、心理個別相談や療
育教室の予約が取りにくくなってきてい
る現状がある。また、保健師など専門
職から、２歳児相談の必要性が上手く
伝わっておらず、クレームにつながるこ
とがある。

・必要性が上手く保護者に伝わらず、
クレームにつながってしまうことがある
こと。
・心理個別相談や療育教室の予約が
取りにくくなっていること。

・１歳６ヶ月児健診などで、保護者に
対し２歳児相談の必要性や内容につ
いて、担当保健師からしっかりとお伝
えすること。
・心理個別の枠数、療育教室の枠数
について検討していく。

Ｂ 維持

健
康
づ
く
り
課

保
健
師
等
に
よ
る
相

談

、
家
庭
訪
問

健師等が必要に応じて、お子さんのい
る家庭を訪問し、情報提供や育児に
関する助言等を実施。また、電話や
来所による相談に随時対応。

・相談件数は、一定数あり窓口の周知
は図られていると考える。
・訪問は、必要時実施しており、状況
に合わせて関係機関へつなぐ等密に
連携をとりながら支援を行うことができ
ている。

相談は、自身から発信できる人は利
用できるが、発信できない人に対して
の支援や大きな不安等になる前に相
談できる体制を構築していく必要があ
る。

早期に保健師等と顔の見える関係が
築けるよう担当保健師を各家庭に配
置していく。
妊娠期から関係作りが出来る体制を
検討していく。

Ｂ
維持
拡充

健
康
づ
く
り
課
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進捗状況 今後の課題 改善策・目標等

評価め
ざ
す
子
育
て

施
策

事
業
名

事業内容
進
捗
度

7 特別な援助が必要な家庭の生活の向上
1 　ひとり親家庭等の支援の充実

児
童
扶
養
手
当
支
給

父または母と生計を同じくしていない
児童が育成される家庭の生活の安定
と自立の促進に寄与するため、当該
児童について児童扶養手当を支給
し、もって児童の福祉の増進を図るこ
とを目的とする。

支給停止者数が増加しており、受給
者の所得が増加しているように思われ
る。
制度改正により、平成30年８月支給
分から所得制限限度額が引き上げら
れたため、支給対象者が拡充され
た。

制度改正が度々あり、制度自体が複
雑であるため、事務処理判断に精通
している職員が必要。
事実婚等の不正受給や年金との併給
などの予防に努め、債務者に対し早
期に納付するよう指導を行う必要があ
る。

市民課からのワンストップサービスを引
き続き継続し、窓口で面談した母父等
に対し、不・支給要件など丁寧な説明
に努める。

Ｂ 維持

子
育
て
応
援
課

母
子
家
庭
等
医
療
費
助

成

母子家庭等に対し、その医療を受ける
費用を助成することにより、母子家庭
等の生活の安定に寄与する。

母子家庭等に対し、医療費の一部を
助成することにより、対象世帯の経済
的負担の軽減を図った。
未婚のひとり親について、寡婦控除の
適用がなく、離婚したひとり親家庭との
受給格差があったが、令和元年７月
更新でみなし適用を実施した。

制度を知らないひとり親のため、今後
どのように周知するのか検討が必要。

窓口での事前相談から医療費助成制
度について説明している。

Ｂ 維持

子
育
て
応
援
課

母
子
家
庭
等
自
立
支
援
給

付

（
教
育
訓
練

、
高
等
職

業
訓
練
促
進

）

母子家庭の母又は父子家庭の父の
主体的な能力開発の取組みを支援
し、雇用の安定と再就職の促進を図る
ことを目的とする。

利用者が中々増加していない。
自立支援教育訓練利用者はすべて
介護職である。
高等職業訓練促進給付金利用者の
ほとんどが、看護師希望者である。

ハローワークでも同じような事業を行っ
ており、事業名も類似しているため、利
用者にわかりにくいのかもしれない。ど
ちらの給付についても事前相談が必
要であるため、ハローワークと調整し利
用者の利便を図りたい。

窓口相談で、制度説明に努める。 Ｂ 維持

子
育
て
応
援
課

ひ
と
り
親
家
庭
子
育
て

支
援
助
成

（
フ

ァ
ミ

リ
ー
・
サ
ポ
ー
ト
利
用

料
助
成

）

児童扶養手当受給者若しくはそれに
相当する者が支払ったファミリー・サ
ポート・センターの利用料の半額を、
市が助成金として支払うことでひとり親
世帯の負担軽減を図る。

登録者も利用件数も伸びていない。

利用が伸びていないため、要因につい
て、登録者から聞き取りを行うなどし
利用方法について検討する必要があ
る。

登録者の更新を毎年行うため、更新
の際、利用方法・周知方法等につい
て改善すべきところがないか聞き取り
を行う。
ファミリー・サポート・センター事務局と
も協力し、利用者拡充にのため、広報
等で周知していく。

Ｂ 維持

子
育
て
応
援
課

要
保
護
及
び
準
要
保
護

児
童
生
徒
就
学
援
助
費

支
給

経済的な理由により就学困難な児童
及び生徒について学用品費、医療費
及び学校給食費等必要な援助を行
い、もって義務教育の円滑な実施に
資する。

事業の周知（ホームページ、広報、
FM、入学説明会、児童生徒へのお知
らせ配布など）に努めた結果、受給者
の増加に繋がっている。

年々受給者が増加している一方、予
算の確保が問題となってきている。

平成31年度は国の基準に基づき、支
給単価の引き上げが行われる。
事業の周知を引き続き遂行していく。

Ａ 維持

教
育
総
務
課
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進捗状況 今後の課題 改善策・目標等

評価め
ざ
す
子
育
て

施
策

事
業
名

事業内容
進
捗
度

7 特別な援助が必要な家庭の生活の向上
2 障害のある子どもの支援の充実

障
害
児
相
談
支
援
事
業

障害や発達に課題があり福祉サービ
スを利用する児や保護者に対し、障
害児支援利用計画を作成したり、定
期的に利用計画が適切であるか見直
し（モニタリング）をし、適正にサービス
利用ができるよう援助する

保護者と面談する中で障害児支援利
用計画を作成し、定期的に障害児支
援利用計画の見直し（モニタリング）も
行うことができた。放課後等デイサー
ビスの事業所と定期的に連携をとり、
児の様子を把握し共有もできた。

関係機関（保健師・幼稚園、保育園・
児童発達支援事業所・教育委員会・
学校・放課後等ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ事業所・病
院等）に障害児相談支援事業の制度
やサービスの内容が十分に周知され
ていない現状がある

障害児相談支援事業の制度やサービ
スの内容を周知していく
担当者会議や支援会義等の中での
情報共有する
引き続き障害児支援利用計画を作成
し、定期的に障害児支援利用計画の
見直し（モニタリング）も行いながら、障
害児相談支援事業の制度やサービス
の周知をしていく

Ｂ 維持

子
育
て
応
援
課

福
祉
課

児
童
発
達
支
援
事
業

発達に課題のある児が、その児の発
達に合わせ親子通園、定期通園、並
行通園の通園形態をとっている。生活
習慣の自立や集団生活に適応するこ
とができるための支援をその児に合わ
せ行なっている。併設されている福)
大津保育園の児ともかかわりを持ち、
共に育ち合えるようにする。

他機関と連携をとりながら、それぞれ
発達に合わせた支援の場を提供する
ように努めてきた。親子通園では、早
期に通園したことで、著しい成長が見
られる児や定期通園で丁寧な支援に
より成果も出て、保育園等に移行する
児も見られた。また、並行通園児は、
保育園等とは違い、小集団の活動の
中で保育園等では見られない自己発
揮する姿が見られる児も多かった。

早期支援をしていくためには、他機関
との連携、保護者と児の発達について
共有することの重要性を感じる。それ
ぞれの通園形態の目的を考え、一人
ひとりが成長する支援を見出していか
なくてはならない。また、保育園等に
通園する児については、通園先と連
携を十分にとることの必要性がある。

並行通園児については、年に３回は
通園している園に出向き、様子観察し
たり、園の職員と情報共有を実施。
一人ひとりに合わせた支援をしなが
ら、成長を促すようにしていく。また、
集団の中での育ちを保障し発達に課
題のある児が自己肯定感を持てるよう
なかかわりを継続していく。

Ｂ 維持

子
育
て
応
援
課

幼
稚
園

、
保
育
所

等
巡
回
訪
問

再掲

子
育
て
応
援
課

療
育
相
談
事
業

再掲

子
育
て
応
援
課

放
課
後
等
デ
イ
サ
ー
ビ

ス
の
運
営

学校通学中の障害児に対して、放課
後や夏休み等の長期休暇中におい
て、生活能力向上のための訓練等を
継続的に提供し、学校教育と相まって
障害児の自立を促進するとともに、放
課後等の居場所づくりを推進する。

随時、相談に対応しサービスの利用
につないだ。放課後等デイサービス事
業所説明会の実施などでサービスの
利用の適正利用に努めた。

今後もサービスの適正利用につなが
るよう相談の対応や説明会を実施し
ていく。

今後も放課後等デイサービスの適正
利用につながるよう周知を継続してい
くとともに、相談支援事業所や放課後
等デイサービス事業所と連携をとりな
がら、障害児の療育の質の向上に取り
組んでいく。

Ｂ 維持
福
祉
課
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進捗状況 今後の課題 改善策・目標等

評価め
ざ
す
子
育
て

施
策

事
業
名

事業内容
進
捗
度

特
別
児
童
扶
養
手
当
支

給

精神又は身体に障害のある児童を監
護している者に対して手当を支給する
ことにより、障害児の福祉の増進を図
る（市は進達事務、県は認定・支給事
務）

県への進達事務を滞りなく実施するこ
とができた。

各種申請の受付、進達事務を滞りなく
実施する。

Ｂ 維持
福
祉
課

障
害
児
福
祉
手
当
支
給

著しく重度の障害があり、常時介護が
必要とされる20歳未満の在宅重度障
害児に対して手当を支給することによ
り、福祉の増進を図ることを目的とす
る。

対象者への手当の支給を滞りなく実
施した。

申請の受付、認定業務を適切に行
い、手当支給を滞りなく実施する。

Ｂ 維持
福
祉
課

心
身
障
害
児
童
扶
養
手

当
支
給

精神又は身体に障害のある児童を監
護し、かつ、特別児童扶養手当の対
象とならない者に対して手当を支給す
ることにより、障害児の福祉の増進を
図る。

対象者への手当の支給を滞りなく実
施することができた。

市独自の手当であるため、他市町の
同様の手当の状況や動向を確認しな
がら、事業のあり方を検討していく。

他市町の同様の手当の状況を確認す
る。

Ｂ 維持
福
祉
課

特
別
支
援
教
育
就
学
奨

励
費
支
給

特別支援学級へ就学する児童・生徒
の保護者の経済的負担を軽減するた
め、その負担能力に応じ、就学のため
必要な経費の一部を支給し、もって特
別支援教育の振興に資することを目
的とする。

・例年対象者の数は横ばいであるが、
要保護・準要保護児童就学援助に比
べ対象者は少ない。
・対象者に対し、制度の周知・調書の
提出依頼を行っているため目的に
沿っている。

対象者は少ないが提出物等が多いた
め、学校との連携が必要である。

特に大きな課題は無いため、国の制
度等により実施していく。
国の制度等により実施していく。

Ａ 維持

教
育
総
務
課

特
別
支
援
教
育
支
援
員
の
配
置

多様な問題を抱える子どもたちに、行
き届いた教育を行うため、市内全小
中学校に支援員を配置し、島田市の
教育方針である「個に焦点を当てた教
育」の一層の充実を図る。

支援員よる特別な支援が必要な子ど
もたちへの支援により、多くの子どもた
ちが楽しく学校生活を送ることができて
いる。また、支援員が個別に対応して
くれることで、担任は全体への指導が
進められている。また、支援員の配置
については、地元住民や保護者から
の強い要望がある中、行われているた
め、事業の目標でもある「信頼される
学校」につながっている。

障害のケースによっては、一人の支援
員が一人の児童生徒に付っきりになら
ざるを得ない場合もあり、支援員の複
数配置は必要不可欠である。
勤務時間が限られているため、支援
ができない時間帯がある。

支援が必要な児童生徒に、より多くの
支援ができるよう、学校の状況に応じ
て配置数を決める。
勤務時間（勤務開始時刻と終了時
刻）を支援員によって変える。
・現状と同じ人数の支援員配置に努
める。
・児童生徒にとって必要な支援を行う
ために、担任等と情報交換をする。
・支援員の資質向上に向けて、研修
会を実施する。

Ｂ 維持

学
校
教
育
課
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担
当
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進捗状況 今後の課題 改善策・目標等

評価め
ざ
す
子
育
て

施
策

事
業
名

事業内容
進
捗
度

7 特別な援助が必要な家庭の生活の向上
2 育児不安の軽減や児童虐待防止対策の推進

家
庭
児
童
相
談
室
の
運
営

子供とその家庭及び妊産婦等を対象
に、実情の把握、情報提供、相談、調
査、指導、関係機関との連絡調整、そ
の他必要な支援を行う。

平成28年に成立した児童福祉法等の
一部を改正する法律において、児童
虐待の発生予防から自立支援までの
対策の更なる強化等を図るため、平
成31年３月に子ども家庭総合支援拠
点を設置した。

年々、増加・複雑化傾向にある児童
虐待事案への関係機関との連携、虐
待等の相談件数、処理件数の増加に
対応できる職員の資質向上

子ども家庭総合支援拠点として機能
を充実させるため、関係機関との情報
共有の強化、スキルアップのための研
修への参加に努めていく。
引き続き、子ども家庭総合支援拠点
として機能の充実、虐待予防のため、
地域住民や関係団体、児童の保護者
等に対しての知識の普及・啓発を実
施し、地域で子どもを育てる意識を醸
成し、地域づくりをしていく必要がある。

Ｂ 維持

子
育
て
応
援
課

養
育
支
援
訪
問
事
業

子育てに対して強い不安を抱える保
護者や不適切な養育状態にある家庭
など、特に支援を必要とする家庭に対
し、訪問を通して相談や養育技術の
提供等を行い、母子の健全な発達、
発育を支援する。

H30年度まで、健康づくり課で事業を
実施していたが、H31年度より子育て
応援課に事業が移管されたことに伴
い、養育支援訪問員を１名配置した。

関係各課（健康づくり課、福祉課等）と
情報・連携を密にし、支援を実施して
いく必要がある。

事業について、手探りな状態であるた
め、乳幼児部会等の実務者会議に参
加し、情報共有を行うことで、訪問が
必要な家庭の支援をしていく。
事業が健康づくり課から移管されたこ
とを関係各課に周知し、情報提供が
スムーズに実施されるよう努めていく。

Ｂ 維持

子
育
て
応
援
課

赤
ち
ゃ
ん
訪
問
事
業

生後２か月前後に訪問し、身体計測
及び育児保健指導を行う。

全戸への訪問を目指し、見落とすこと
がないよう的確に対象者を抽出し連
絡できている。
要支援ケースへの対応を担当保健師
をつけて的確に行えている。

滞りなく訪問し、対応できているため、
現状を維持し、今後対応に困ることが
あれば適宜改善していく。

令和元年11月より担当保健師による
赤ちゃん訪問が開始となる。今後も見
落としなく、各担当保健師により赤ちゃ
ん訪問が実施されるよう、保健師同
士、関係機関と連携をとりながら実行
していく。

Ｂ 維持

健
康
づ
く
り
課
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育
児
サ
ポ
ー
タ
ー

派
遣
事
業

再掲

子
育
て
応
援
課

子
育
て
コ
ン
シ

ェ

ル
ジ

ュ

再掲

子
育
て
応
援
課

要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会

要保護児童対策地域協議会は、虐
待を受けている要保護児童等及びそ
の保護者や特定妊婦に関する情報の
交換や支援内容の協議を行う。

要保護児童対策地域協議会は支援
対象児童等に関する情報その他要保
護児童の適切な保護又は支援を図る
ために必要な情報の交換を行うととも
に、支援対象児童等に対する支援の
内容に関する協議を行うことが重要で
ある。平成20年度から要保護児童対
策地域協議会を設置し、実質的に機
能するために関係機関と適切な連携
に努めている。

各事例が複雑化・重篤化されてきて
おり、関係機関等の役割分担を通じ
て、それぞれの機関が責任をもって関
わることが課題である。また地域全体
への虐待の予防や啓発も協議会に求
められている。

要保護児童対策地域協議会の代表
者会議と実務者会議の在り方につい
ては、先駆的な運営や適切な連携が
されている協議会を基に検討してい
く。
要保護児童対策協議会の各関係機
関の機能強化や職員の資質向上が
必要であると共に、社会全体で子育て
を支援していく意識を高め、虐待の発
生予防や早期発見への啓発に努めて
いく。

Ｂ 継続

子
育
て
応
援
課

地
域
子
育
て
支

援
セ
ン
タ
ー
の

運
営 再掲

子
育
て
応
援
課

子
育
て
支
援
教
室

（
ノ
ー
バ
デ

ィ
ー

ズ
・
パ
ー
フ

ェ
ク
ト

）

参加者がそれぞれに抱えている悩み
や関心について話し合い、自分に合っ
た子育ての仕方を学んでいけるよう、
ファシリテーターが中心となり、会を進
めていく。

・ファシリテーターを中心に参加者は
それぞれ発言をすることができ、他者
の話についても親身に聞くことが出来
ている。また、実体験をもとに参加者
同士でアドバイスする場面も見られ、
会はスムーズに進行している。
・託児を利用し、児と離れる時間を設
けることで母のリラックスタイムとなって
いる。
・会の回数が年２回(平成31年度)の
ため、参加希望があってから実際に教
室への参加となるまで期間があいてし
まう。

教室の案内をしてから日にちがあくこと
で、参加者の相談に対して早期のサ
ポート体制が築けていない。

教室への参加希望や育児相談があっ
た際に、早期に教室への案内が出来
るよう実施回数の検討をしていく。

Ｂ
維持
拡充

子
育
て
応
援
課
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